現 地 調 査 票
　㈱ぎふ建築住宅センターは確認審査業務を正確かつ迅速に実施するよう心がけております。

そのために、下記について市町村役場等で調査をしていただき、記入し提出していただきますようご協力をお願いいたします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	【①敷地の地名､地番】

	

	【②敷地に接する道路関係】

	道路位置
	建築基準法の定義
	道路の種類
	幅員

	□北
	□法第42条第(　　)項第(　　)号　□建築基準法外の道
	国･県･市･町･村･私･(　　　　　　　　) 道
	ｍ

	□東
	□法第42条第(　　)項第(　　)号　□建築基準法外の道
	国･県･市･町･村･私･(　　　　　　　　) 道
	ｍ

	□南
	□法第42条第(　　)項第(　　)号　□建築基準法外の道
	国･県･市･町･村･私･(　　　　　　　　) 道
	ｍ

	□西
	□法第42条第(　　)項第(　　)号　□建築基準法外の道
	国･県･市･町･村･私･(　　　　　　　　) 道
	ｍ

	
	□法第42条第1項第3号

□法第42条第2項に該当する道路
□建築基準法外の道
	⇒　行政の相談先
：行政庁名（　　　　　　　　　　　）
（　　　　　　　　）課　担当者（　　　　　　　　）

	【③敷地に接する水路､広場等】

	水路　　□無　　　　                    水路占用許可　□不要

　　　　□有（幅：　　　　　ｍ）　　　　水路占用許可　□必要（□占用許可書の写し添付　□原本提示）　

	都市計画の広場･公園
	□無　　　　　　□有（名称：　　　　　　　　　　　）　

	【④地域・地区関係】

	都市計画
	□市街化区域　□市街化調整区域　□区域区分非設定都市計画区域　□都市計画区域外

	用途

地域
	□１種低層　　□２種低層　　□１種中高層　□２種中高層

□１種住居　　□２種住居　　□準住居　　　□近隣商業　　□商業

□準工業　　　□工業　　　　□工業専用　　□指定なし
	基準建ぺい率
	基準容積率

	
	
	％
	％

	
	
	％
	％

	
	□

指定無
	分類記号
	容積率
	法第52条第2項第3号の規定の数値
	建ぺい率
	道路高さ

制限
	日影規制
	隣地高さ制限

	
	
	
	％　　
	□0.4　□0.6
	％
	□∠1.25□∠1.5
	法別表第4(い)4

□イ(□(1)　□(2)　□(3))

□ロ(□(1)　□(2)　□(3))
	□20m＋∠1.25　□31m＋∠2.5

	外壁後退（法第54条）
	□無　　□有（　　　　）ｍ　
	高さの限度（法第55条）
	□無　□有（□１０ｍ　□１２ｍ） 　　

	最低敷地面積

（法第53条の2）
	□無　　□有（　　　　）㎡
	日影規制
	□外　　□内（□対象建築物　□対象外建築物）

	防火地域等
	□法第22条区域　□防火地域　□準防火地域　　□指定なし

	特別用途地区
	□外　　□内（□特別工業　□文教　□中高層住居専用　□研究開発　□その他（　　　　　））　

	災害危険区域
	□外　　□内（□許可書の写し　□原本提示）　

	地区計画区域
	□外　　□内（　　　　　　　地区）（地区計画届の写し）　　条例：□有　□無

	屋外広告物規制区域
	□外　　□内（条例：□有（許可書等の写し））　

	下水処理区域
	□内　　□外（（浄化槽の設置：□有　　□無）□農業集落排水事業区域）

	宅地造成等工事規制区域
	□外　　□内（□許可等必要（□許可書等の写し　□原本提示））
（□許可等不要（□許可要否の判定チェックシート添付））

	特定盛土等規制区域
	□外　　□内（□許可等必要（□許可書等の写し　□原本提示））

（□許可等不要（□許可要否の判定チェックシート添付））

	土砂災害特別警戒区域
	□外　　□内

	土地区画整理区域
	□外　　□内（許可書の写し）　　

	都市計画施設

(都計法第53条)
	□外　　□内（□道路　□公園　□その他（　　　　　））（□許可書等の写し　□原本提示）

	その他の地域地区

　□内　　□外
	□景観地区　　　　 □風致地区　　　□高度地区（第　　種　　ｍ）　　□緑地保全地域

□高度利用地区 　　□特定街区　　　　　　　□都市再生特別地区　　　□流通業務地　　　　　

□駐車場整備地区　 □駐輪場設置義務区域　　□特定都市河川流域区域

□その他（　　　　　　　　　　　　　）

	【⑤開発行為の許可】　（許可の要否は直接行政に相談してください。）

	開発許可
	□有　　　□開発許可（□許可証写し　　□原本提示）　　□制限解除（□写し）

□無　　　□検査済　（□検査済証写し　□原本提示）　　□完了公告

	建築許可
	□無　　　□有　（□許可証写し　□原本提示）

	６０条証明
	□無⇒　行政の相談先：行政庁名（　　　　　　　　　）（　　　　　　）課　担当者（　　　　　）
□有　（□許可書写し　□原本提示）

	その他
	□都計法29条（第　　号）適用除外　□家屋課税証明　□既設建築確認申請　□旧住造法

	【⑥その他の規制(市町村の指導要綱)等】

	　□宅地開発指導要綱　　□福祉のまちづくり条例　　□その他（　　　　　　　　　　　）


上記の調査先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査者　　氏名　　　　　　　　　　　　
	調査した課等
	


※該当する事項の□をチェックして下さい。
